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１【提出理由】

当社は、2026年10月26日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社山形共和電業、株式会社甲府

共和電業及び株式会社共和サービスセンターとの間で、当社を吸収合併存続会社、株式会社山形共和電業、株式会社

甲府共和電業及び株式会社共和サービスセンターを吸収合併消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、同日付で

吸収合併契約を締結いたしましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第

19条第２項第３号並びに同項第７号の３の規定に基づき、本臨時報告書を提出するものであります。

 

２【報告内容】

１．特定子会社の異動(企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号に基づく報告内容)

(１)当該異動に係る特定子会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容

①　株式会社山形共和電業

名称 株式会社山形共和電業

住所 山形県東根市大字東根甲７０５７番地２４

代表者の氏名 代表取締役社長 上杉太郎

資本金 100百万円

事業の内容
ひずみゲージなどゲージ全般の製造、ロードセル、圧力センサ、加速度センサ、トルク
センサ、変位センサなど変換器全般の製造。

 

 
② 株式会社甲府共和電業

名称 株式会社甲府共和電業

住所 山梨県甲府市下曽根町１４８６番地１

代表者の氏名 代表取締役社長 小林順蔵

資本金 20百万円

事業の内容
動ひずみ測定器、静ひずみ測定器、装置計器、記録器、システム製品など測定器全般の
生産。

 

 
(２)当該異動の前後における当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数及び当該特定子会社の総株主等の議決

権に対する割合

①　株式会社山形共和電業

イ．議決権の数

異動前：200,000個

異動後：－個

ロ．総株主等の議決権に対する割合

異動前：100％

異動後：－％

 
②　株式会社甲府共和電業

イ．議決権の数

異動前：400個

異動後：－個

ロ．総株主等の議決権に対する割合

異動前：100％

異動後：－％
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(３)当該異動の理由及びその年月日

①　異動の理由

当社を吸収合併存続会社とし、当社の特定子会社である株式会社山形共和電業及び株式会社甲府共和電業を

吸収合併消滅会社とする吸収合併を行うことにより、これらの２社が解散するためであります。

 
②　異動の年月日

2027年１月１日(予定)

 

２．吸収合併に関する事項(企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３に基づく報告内容)

(１)当該吸収合併の相手会社についての事項

①　商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

イ．株式会社山形共和電業

商号 株式会社山形共和電業

本店の所在地 山形県東根市大字東根甲７０５７番地２４

代表者の氏名 代表取締役社長 上杉太郎

資本金の額 100百万円(2025年12月31日現在)

純資産の額 994百万円(2025年12月31日現在)

総資産の額 1,662百万円(2025年12月31日現在)

事業の内容
ひずみゲージなどゲージ全般の製造、ロードセル、圧力センサ、加速度センサ、トル
クセンサ、変位センサなど変換器全般の製造。

 

 

ロ．株式会社甲府共和電業

商号 株式会社甲府共和電業

本店の所在地 山梨県甲府市下曽根町１４８６番地１

代表者の氏名 代表取締役社長 小林順蔵

資本金の額 20百万円(2025年12月31日現在)

純資産の額 721百万円(2025年12月31日現在)

総資産の額 782百万円(2025年12月31日現在)

事業の内容
動ひずみ測定器、静ひずみ測定器、装置計器、記録器、システム製品など測定器全般
の生産。

 

 
ハ．株式会社共和サービスセンター

商号 株式会社共和サービスセンター

本店の所在地 東京都調布市調布ケ丘三丁目５番地１

代表者の氏名 代表取締役社長 庄野誠一

資本金の額 30百万円(2025年12月31日現在)

純資産の額 507百万円(2025年12月31日現在)

総資産の額 608百万円(2025年12月31日現在)

事業の内容
センサ、計測器の校正、点検、修理メンテナンス。保守部品の販売。トレーサビリ
ティ・校正証明書の発行。
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②　最近三年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び純利益

イ．株式会社山形共和電業

決算期 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期

売上高 2,694百万円 2,657百万円 2,828百万円

営業利益 13百万円 33百万円 ▲35百万円

経常利益 18百万円 37百万円 ▲30百万円

当期純利益 18百万円 37百万円 ▲30百万円
 

 
ロ．株式会社甲府共和電業

決算期 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期

売上高 1,545百万円 1,686百万円 2,010百万円

営業利益 56百万円 60百万円 100百万円

経常利益 76百万円 81百万円 100百万円

当期純利益 53百万円 54百万円 69百万円
 

 
ハ．株式会社共和サービスセンター

決算期 2023年12月期 2024年12月期 2025年12月期

売上高 632百万円 727百万円 737百万円

営業利益 281百万円 361百万円 364百万円

経常利益 281百万円 361百万円 365百万円

当期純利益 183百万円 235百万円 243百万円
 

 
③　大株主の名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

イ．株式会社山形共和電業

大株主の名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合(％)

株式会社共和電業 100.0
 

 
ロ．株式会社甲府共和電業

大株主の名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合(％)

株式会社共和電業 100.0
 

 
ハ．株式会社共和サービスセンター

大株主の名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合(％)

株式会社共和電業 100.0
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④ 提出会社との間の資本関係、人的関係及び取引関係

イ．株式会社山形共和電業

資本関係 当社は当該会社の議決権を100％保有しております。

人的関係 当社の役員が当該会社の役員を兼任しております。

取引関係
当社は当該会社に対して、当社製品の製造を委託し、当該会社から製品を仕入れ販売
しております。

 

 
ロ．株式会社甲府共和電業

資本関係 当社は当該会社の議決権を100％保有しております。

人的関係 当社の役員が当該会社の役員を兼任しております。

取引関係
当社は当該会社に対して、当社製品の製造を委託し、当該会社から製品を仕入れ販売
しております。

 

 
ハ．株式会社共和サービスセンター

資本関係 当社は当該会社の議決権を100％保有しております。

人的関係 当社の職員が当該会社の役員を兼任しております。

取引関係
当社は当該会社に対して、当社製品の校正、点検、修理メンテナンス業務を委託して
おります。

 

 
(２)当該吸収合併の目的

当社グループは、これまで親会社である当社が製品・サービスの企画・開発・生産・販売を、株式会社山形共

和電業及び株式会社甲府共和電業が製品の生産を、株式会社共和サービスセンターが修理・校正等のアフター

サービスを担う垂直統合型の体制により、事業を展開してまいりました。今般、急激に変化する市場環境や増大

する受注に迅速に対応し、グループ全体の競争力を一段と高めるため、生産機能及びアフターサービス機能を当

社に一元化する組織再編を行うことといたしました。本合併により、調達、生産、設計・開発及びアフターサー

ビスに至るバリューチェーンの密接な連携によるシナジー効果を創出いたします。あわせて、経営リソースの最

適配分による経営効率及び資本効率の向上と、組織の一体化によるガバナンスの強化を同時に実現し、グループ

全体の持続的な企業価値向上を目指してまいります。

 
(３)当該吸収合併の方法、吸収合併に係る割当ての内容その他の吸収合併契約の内容

①　吸収合併の方法

当社を存続会社とし、株式会社山形共和電業、株式会社甲府共和電業及び株式会社共和サービスセンターを

消滅会社とする吸収合併の方式によるものとします。

 
②　吸収合併に係る割当ての内容

当社の完全子会社との吸収合併であるため、株式の割当てその他の対価の交付は行いません。

 
③　その他の吸収合併契約の内容

イ．合併効力発生日

2027年１月１日(予定)

ロ．株主総会の承認

本合併は、当社においては会社法第796条第２項に規定する簡易合併であり、株式会社山形共和電業、株式

会社甲府共和電業及び株式会社共和サービスセンターにおいては会社法第784条第１項に規定する略式合併で

あるため、いずれも株主総会の承認決議を経ずに行う予定です。
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(４)吸収合併に係る割当ての内容の算定根拠

該当事項はありません。

 
(５)当該吸収合併の後の吸収合併存続会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産

の額、総資産の額及び事業の内容

商号 株式会社共和電業

本店の所在地 東京都調布市調布ケ丘三丁目５番地１

代表者の氏名 代表取締役社長 下住晃平

資本金の額 1,723百万円

純資産の額 現時点では確定しておりません。

総資産の額 現時点では確定しておりません。

事業の内容

官公庁、企業、大学等の実験研究分野における応力測定機器の製造販売。産業機器・
FA分野における工業用計装機器の製造販売。ダム、橋梁、トンネル等をはじめ都市土
木、港湾、海洋関連の各種土木建築用計測機器の製造販売。各種計測コンサルティン
グ業務。センサ、計測器の校正、点検、修理メンテナンス。保守部品の販売。トレー
サビリティ・校正証明書の発行。

 

 
以上
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